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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，地域公共施設をマネジメントする技術を基礎として，

地域が自律恒常的に公共施設空間を提供し続けられるシステムの構築することである．そのた

め，子育て支援施設などの新しい類型である施設の使われ方の実態解明，市町村合併などを踏

まえた地方自治体の施設転用の実態解明，地域施設に対する利用圏域を表す数理モデルの開発，

需要点から地域施設までの距離と人口集計単位の関係の目安の提示を行った． 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study project is to develop homeostatic system 
for sustainable supply of public facility space by regional communities based on 
management technology of regional public facilities. To this end, this project analyzed the 
usage of new type facilities such as child care support ones, surveyed conversion projects of 
municipal buildings in view of municipal merger, developed a theoretical model for user 
areas of regional facilities, and proposed a guideline for relationship between distances 
from demand points to regional facilities and units for population aggregation. 
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１．研究開始当初の背景 
 戦後の我が国では量・質ともに拡大する地
域公共施設への需要に応えるため，大量の地
域公共施設が蓄積された．このとき，縦割り
の複雑な制度により，類似した施設が林立し
た．さらに補助金の制約などのため，需要の
変化に対応した転用は困難であった．その結
果，施設は各部局が「所有」する状態になり，
大多数は新築，あるいはスクラップアンドビ

ルドによって供給された． 
 成熟情報社会を迎えた現在，このあり方は
転換点に立たされている．少子化により都市
部においても多数の小中学校が廃校となっ
た一方，増加する高齢者のためのデイサービ
スセンターや，多様化したライフスタイルに
対応できるコミュニティ施設など，新たな公
共施設への需要が生じている．これに対して，
従来からのスクラップアンドビルドや増設
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は，財政の逼迫，資源問題に加え，地域のア
イデンティティを維持する観点からも，もは
や許されない． 
 そこで近年，小中学校の転用など既存公共
建築物ストックの活用が盛んに行われてい
る．しかし，このようなストック活用を妨げ
る問題も残っている．まず，既存ストックの
転用可能性の評価手法が未整備であるため，
何に転用し得るのかを知ることが困難であ
る．また，新たな公共施設への需要をどう把
握し，対応する空間機能を供給するかも不明
であり，補助金と連動した従来からの相互重
複した施設類型に基づく整備が続いている．
さらに，需要を全て満たすことはできないが，
どこまで満たすべきなのかは不明である．こ
の結果，地域コミュニティが自律恒常的に地
域公共施設空間サービスを提供し続けるた
めの方針の立案は依然として困難である． 
 
２．研究の目的 
 上記の背景に鑑みて，本研究の目標を，大
量に蓄積された地域公共施設をマネジメン
トする技術を基礎として，地域が自律恒常的
に公共施設空間を提供し続けられるシステ
ムを構築することと定めた．この目標に到達
するため，本補助金による研究課題の目的と
して，建築計画，ファシリティマネジメント，
都市計画の研究者の連携による，地域公共施
設の空間機能・性能，需給分布に関する手法
を開発統合する方法論の開発を想定した． 
 
３．研究の方法 
 建築計画，ファシリティマネジメント，都
市計画の研究者が緊密に協議しつつ，次の３
点についての研究を行った． 
A. 多様な需要に通底して要求されている空
間機能の基本的要因を取り出して整理する
ことによって，既存類型に囚われずに要求機
能に的確に対応できる空間類型の提案を行
う．特に本研究課題では，新しいタイプの公
共施設における空間機能を分析する． 
B. 既存公共建築物の空間のヴォリュームか
ら仕上げに至る空間機能を規定する特性に
着目して転用の手間を整理し，転用可能性と
その社会的負担を定量的に評価する手法を
開発する．特に本研究課題では，地方自治体
の実際の転用事例を分析する． 
C. 活用可能な建築物と需要の空間的位置関
係に着目して，地域公共サービスの需要と供
給の空間的ポテンシャルを表し，そのバラン
スを明確化するモデルを提案する．特に本研
究課題では，地域施設に対する利用圏域を表
す数理モデルの開発と，需要点から地域施設
までの距離の計量方法の検討を行う． 
 
４．研究成果 
 上記「３．研究の方法」の A.B.C.に対応し

て得られた成果の概要は次の通りである． 
 A.については，コミュニティセンターに加
えて，最近，新たに諸処の地域で公共施設と
して開設されている子育て支援施設につい
て，その内部構成，利用の様態を詳細に分析
した．これらは「５．主な発表論文等」の〔学
会発表〕(2)(3)(5)に発表している． 
 B.については，市町村合併を踏まえつつ，
余剰公共建築物の転用実態を調査し，〔学会
発表〕(1)(4)(8)(9)に発表している． 
 C.については，地方自治体の公共施設予約
システムの実態調査を行い〔学会発表〕(7)
で発表し，続いて分析結果を〔雑誌論文〕(3)
に発表している．また利用圏域の数理モデル
として，定員がある地域施設群を近い順に探
索して利用するという，集会施設や通所型高
齢者施設等に妥当する想定をもとにして，利
用率の距離減衰が再現される理論的なモデ
ルを構築し，〔雑誌論文〕(1)に発表した．さ
らに，需要点から地域施設までの距離の計量
方法については，様々な地域状況，市街地神
奈川県を題材として，小地域すなわち町丁字
と基本単位区を集計単位として，道路距離と
直線距離を用いた場合を比較し，結果を〔雑
誌論文〕(2)に発表した． 
 以下では，上記の成果のうち，特に C.の利
用圏域の数理モデルと距離の計量方法につ
いて，より詳しく成果を述べる． 
 
(1) 定員がある地域施設の需要構造におけ
る距離減衰の理論的分析 
 
 本研究では，定員がある地域施設について，
近隣の複数施設との間のボロノイ領域が重
なることによって生じた境界で利用者の施
設選択行為が劇的に変化することに着目し，
定員がある地域施設の需要構造における距
離減衰の様態の理論的な説明を行う． 
 このため，図１の市街地モデルに均等に人
口が分布している状態を想定する．境界の影
響を排除するため，市街地モデルはトーラス
になっていると仮定する．また距離はマンハ
ッタン距離で計測するが，その方向は斜め 45
度と想定する．これは，施設からの距離帯別
面積を算出しやすくするためである． 
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図１ 市街地モデル 

 



 

 

 施設（F1 から F25）の利用者については，
次のように想定する．いずれの施設であって
も空員があれば常に利用開始でき，ランダム
に利用終了する．また，新規利用者は場所・
時点ともランダムに発生する．利用者の施設
選択行動として，「可能な限り最短距離の施
設を利用するが，不可能であれば次に近い施
設を利用する」という行動をとると仮定する．
またすべての施設が利用できない場合には
利用をあきらめるものとする． 
 以上の想定のもと，全施設の定員を一律に
10 名として，定常的な状態に達するように利
用者の発生率と利用期間を調整してコンピ
ュータシミュレーションを行ったところ，図
２に示す距離帯別利用者分布が得られた． 
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図２ 施設 F13 の距離帯別利用者分布 

 
 この分布の大きな特徴は，施設近辺の超高
密度，その周囲の一定高密度，さらにその周
囲の距離減衰からなっていることであり，ま
た距離減衰に段階があることである．この特
徴的な分布を再現するため，次に述べる理論
モデルを構築した． 
 まず，F13 を中心として，それ以外との施
設とのボロノイ図を描き，それらの重なりか
ら，図３(a)のように周辺部を除いた領域を
O1 から O6 までに分割する．これにより距離
D1 から D3が定義される． 
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図３ 距離帯別利用者密度の定式化 

 
 これらの領域 O1から O6の内部では利用者
密度は一定であると想定し，シミュレーショ
ンの結果からその密度を推定し，距離帯別の
利用者密度を図３(b)に示すように F13 から
の距離 d の関数として定義して，これを図
3(a)の領域の重ね合わせによって数式で表
した．その結果を，図４に示すようにシミュ

レーションの結果に重ねると，非常に当ては
まりの良い結果が得られ，この理論モデルの
有効性が検証された． 

 

シミュレーション結果

d

D1 D2 D3

0.50
0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

(1)

(2)
(3)

(1), 0 < d 0.5 2

(2), 0.5 2 < d 2

(3), 2 < d 1.5 2

 
図４ シミュレーションと数式の比較 

 
(2) 地域施設までの道路距離の精度に対し
て人口の集計単位がもたらす影響 
 
本研究では，住民の地域施設までの距離を

道路距離によって計算する場合に人口の集
計単位の違いがもたらす精度への影響を，神
奈川県の小地域データと基本単位区データ
を対象として分析し，計算に当たっての誤差
の目安を検討することを目的とする． 
このため，以下の視点から研究を行った．

第一に，GIS を用いて，道路距離と直線距離
の双方から距離分布を算出して，集計問題の
観点から両者を比較する．第二に，道路距離
を用いた場合に集計単位として小地域デー
タを用いた場合に基本単位区とどれだけの
差異が生じるのかを明確化する．第三に，対
象地域を神奈川県全域として，道路ネットワ
ークの構成や施設の位置が異なる都市部，郊
外，山間部を総合的に論じる． 
対象地域施設としては，ランダムあるいは

人口に比例して仮想施設を 18，180，1800箇
所に配置したものと，実際の第三次救急医療
機関，救急告示医療機関，内科を標榜する病
院・診療所，中学校，郵便局を選定した． 
得られた知見は次のとおりである． 

 第一に，地域データの集計問題を，都市
部・郊外・山間部を総合して検証するにあた
り，道路距離と直線距離の双方を用いて誤差
の現れ方の違いを明らかにした．小地域道路
距離と基本道路距離の誤差のばらつきは，小
地域直線距離と基本直線距離の誤差のばら
つきとは異なるので，道路距離を用いる場合
には，人口データの集計問題に関して直線距
離とは異なった取り扱いをする必要がある． 
 第二に，小地域距離と基本距離との誤差を
検討し，誤差が大きくなる地域の傾向を明ら
かにした．誤差の大きな地域は，共通して県
西部に多いことが示された．その要因は，施



 

 

設が少ないことだけではないことが示唆さ
れ，基本単位区代表点の分布の偏りと道路ネ
ットワークの粗さ・欠損の両方による影響が
予想される． 
 第三に，小地域距離の基本距離からの乖離
の度合いを定量化するために，小地域距離の
誤差を，距離帯別，地域別に検討した．結果
として，小地域距離が概ね 1km以内では誤差
が大きく，さらに過小評価の危険があること
がわかった． 
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